
政策の内容

生活満足度に関する指標（個別指標）

現状・課題

政策コストの状況（千円）

※「①事業活動（アクティビティ）」の予算・決算の合計

人工

再任用職員（26時間勤務） 0.0 0.0

再任用職員（31時間勤務） 0.0 0.0

会計年度任用職員（月額報酬の定めのある者） 7.0 6.0    

正規職員（再任用フルタイム含む。） 29.0 25.0    

2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度

決算

予算 180,215 161,979

※総合計画基本計画に係る市民意識調査（アンケート）の結果

　令和4年3月総務省通知や令和6年10月からの内国為替制度運営費適用開始を背景として、金融機関から公金取
扱に係る手数料について増額要望が提出された。
　指定金融機関等における公金収納等事務は書面・対面をベースとした非効率・高コストな業務が多いことから、公
金収納事務のデジタル化による効率化・合理化を推進することで、住民の利便性向上や自治体・金融機関の業務コ
スト縮減を図っていく必要がある。

2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度

- -

公金の適正な管理のため、透明性及び正確性を確保し、適正な会計管理を推進します。
公金収納や支出のデジタル化を支援することで、市民の利便性向上を図るとともに、コストの縮減や事務の効率化
を目指します。

指標名 質問文
基準値

2024年度
2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

2029
年度

96 96 99 99

政策

適正な会計管理の推進

政策シート

2026年度
（管理番号） 担当課名

分野 基本政策 政策
会計管理者

07
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①事業活動（アクティビティ）

※予算・決算は各事業に係る経費を計上

口座振替
伝送事業

口座振替データ伝送業務。
指定金融機関等と口座振替のデータをネット回線により各金融機関と送受信することにより、個人
情報の紛失等の事故を防ぐ。

12,053

地方税共同機構
負担金

地方税共同機構に対する負担金。
地方税以外の公金収納に地方税統一QRコードが導入されることに伴い、公金割等に係る負担金
を拠出する。

5,998

事業名 事業内容

2026年度
予算

（千円）

2026年度
決算

（千円）

指定金融機関等
事務取扱手数料

指定金融機関等に支払う事務取扱手数料など。
税公金の収納等を指定金融機関等で取り扱ってもらうことにより、効率的かつ身近で安全な公金
収納事務を行うもの。
窓口収納取扱件数、口座振込件数等に応じて手数料を支出する。

143,928
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②活動（アウトプット）指標

※達成率は該当年度の目標値に対する実績値から算出する。

③短期成果（アウトカム）指標

※達成率は該当年度の目標値に対する実績値から算出する。

達成率  

実績値

目標値  

達成率 -

329,000

実績値 682,000

2026年
5月確
定

2029
年度

指定金融機関等
窓口収納取扱件
数（件）

指定金融機関等の窓口
で収納される公金の件
数。

※市税は2023年度に
eLTAXシステムを導入済
み。市税以外の公金は
2027年度から導入予
定。

公金取扱事務の効率化・合理
化に関し、指定金融機関等の窓
口で収納される公金件数の縮
減を図る必要があることから本
指標を設定した。
各収納科目へのeLTAX収納シ
ステムの導入により、各収納科
目ごとにeLTAX収納が可能とな
り、公金収納のデジタル化が実
現する。
この指標に掲げる件数の縮減
により、公金取扱事務の効率
化・合理化が推進されると見込
んでいる。

目標値 - 682,000 681,000 339,000 329,000

指標名 指標の定義 設定理由
2024
年度

2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

達成率

実績値

目標値

達成率

達成率 - 100%

8

実績値 1 1

目標値

実績値

eLTAX収納シス
テムの導入数
（件）

市税及び公金収納に係
るシステムのeLTAX導入
数。
eLTAXを導入したシステ
ム件数で算出。

※市税は2023年度に導
入済み。市税以外の公
金は2027年度から導入
予定。
  ・2027
 　 国保、介護、
  　後期高齢、
  　教育・保育、
  　コアら
 ・2028
  　学校給食、
  　放課後児童会

eLTAX収納システムの導入によ
り公金収納事務のデジタル化が
図られ、公金取扱事務の効率
化・合理化の推進につながる。

目標値 - 1 1 6 8

指標名 指標の定義 設定理由
2024
年度

2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

2029
年度

3/6



④長期成果（アウトカム）指標

※達成率は2034年度の目標値に対する実績値から算出する。

⑤目的：10年後(2034年)の理想の姿

-

達成率

実績値

達成率

実績値  

328,000

達成率 -

指定金融機関等窓口収納
取扱件数（件）

※③短期成果指標と同一

-

指定金融機関等の窓口で収
納される公金の件数。
この指標に掲げる件数の縮
減は、公金収納事務のデジ
タル化による効率化・合理
化を測る明確な数値である
ことから、短期成果指標と同
一とする。

実績値 682,000

2026年
5月確
定

指標名
基本計画

指標
指標の定義

2024
年度

2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

2029
年度

目標値
2034
年度
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「①事業活動（アクティビティ）」の実施内容と事業改善（2027年度記載）

「②活動（アウトプット）指標」の分析・評価と指標見直しの要否（2027年度記載）

指標見直しの要否

事業名 実施内容 事業改善の内容や今後の方向性

【2026年度の評価】

評価時に記載

評価時に記載
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「③短期成果（アウトカム）指標」の分析・評価と指標見直しの要否（2027年度記載）

2026年度の政策の評価と2027年度以降の取組の方向性（2027年度記載）

指標見直しの要否

評価時に記載

評価時に記載
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